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表 の 見 方 

１ 調査対象事業及び期間 

 平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間において，地方公営企業法（昭和27年法律

第292号）を適用している事業（競馬，競輪，競艇等の収益事業，農業共済事業，交通災害共済事

業は除く。）及び地方公営企業法を適用していない事業（地方財政法施行令第46条に掲げる事業並

びに観光用有料道路以外の有料道路事業，観光地駐車場以外の駐車場整備事業，介護サービス事業）

について，平成26年度の決算及び業務状況等を調査したものである。 

 

２ 集計事業の種類 

（１）法適用企業（地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用している事業） 

（２）法非適用企業（地方公営企業法の規定を適用していない事業） 

 

３ 施設及び業務概要 

 平成27年３月31日現在のものであり，平成26年度における実績である。 

 

４ 集計の方法及び用語の定義 

 以下，特に断る場合以外は，地方公営企業法（以下，単に「法」と略称）適用事業についてのも

のである。 

① 各項目の数値は，表示単位未満を四捨五入している。したがって，その内訳を合計した数値は

合計欄の数値と一致しない場合がある。 

② 各種比率は把握可能な最小単位の数値で計算した結果となっているが，「指数」については，

表示単位で求めた結果となっている。 

③ 各種用語の定義等については，以下で特段定めがない場合は，総務省が実施している「地方公

営企業決算状況調査」による。 

（１）各事業共通分 

総収益＝営（医）業収益＋営（医）業外収益＋特別利益 

総費用＝営（医）業費用＋営（医）業外費用＋特別損失 

純利益（純損失）＝総収益－総費用 

経常収益＝営（医）業収益＋営（医）業外収益 

経常費用＝営（医）業費用＋営（医）業外費用 

経常利益（経常損失）＝経常収益－経常費用 

不良債務＝流動負債－（流動資産－翌年度繰越財源） 

当年度繰入金合計＝他会計からの負担金，補助金，出資金の合計額 



支出決算規模〔消費税込み〕（法適）＝総費用〔消費税込み〕－減価償却費＋資本的支出 

当年度未処分利益剰余金（累積欠損金）＝繰越利益剰余金（又は前年度繰越欠損金）＋当年度純

利益（又は当年度純損失） 

形式収支（法非適）＝収支再差引－積立金＋前年度からの繰越金－前年度繰上充用金＋収益的支

出に充てた地方債＋収益的支出に充てた他会計借入金 

実質収支（法非適）＝形式収支－翌年度に繰越すべき財源 

職員１人当り営業収益＝
年度末損益勘定職員数

受託工事収益－営業収益　  
 

費用構成比率（％）＝
費用合計

各費用項目
×100 

費用合計＝経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費） 

自己資本構成比率（％）＝
負債・資本合計

繰延収益＋資本合計 ×100 

流動比率（％）＝
流動負債

流動資産
×100 

経常収支比率（％）＝
経常費用

経常収益
×100 

営（医）業収支比率（％）＝
工事費用営（医）業費用－受託

工事収益営（医）業収益－受託 ×100 

累積欠損金比率（％）＝
工事収益営（医）業収益－受託

当年度未処理欠損金 ×100 

不良債務比率（％）＝
工事収益営（医）業収益－受託

－翌年度繰越財源）流動負債－（流動資産 ×100 

料金収入（医業収益）に対する比率（％）＝
料金収入（医業収益）

各項目
×100 

収益的収支比率（％）（法非適）＝
総費用＋地方債償還金

総収益
×100 

赤字比率（％）（法非適）＝
益営業収益－受託工事収

実質赤字 ×100 

有形固定資産減価償却率（％）＝
減価償却累計額

償却資産
× 100 

（２）水道事業分（簡易水道事業を含む） 

有収率（％）＝
年間総配水量

年間総有収水量
×100 



施設利用率（％）＝
１日配水能力

１日平均配水量
×100 

最大稼動率（％）＝
１日配水能力

１日最大配水量
×100 

負荷率（％）＝
１日最大配水量

１日平均配水量
×100 

配水管使用効率（ｍ3／ｍ）＝
導送配水管延長

年間総配水量
 

固定資産使用効率（ｍ3／万円）＝
）有形固定資産額（万円

年間総配水量  

職員１人当り｛給水人口（人），有収水量（ｍ3），営業収益（千円）｝＝ 

年度末損益勘定職員数

受託工事収益有収水量，営業収益－現在給水人口，年間総  

１ｍ3あたり供給単価（円，銭）＝
年間総有収水量

給水収益
 

１ｍ3あたり給水原価（円，銭）＝
年間総有収水量

戻入費用合計－長期前受金  

企業債残高対給水収益比率（％） = 企業債現在高

給水収益
× 100 

料金回収率 ％ = 給水収益

費用合計−長期前受金戻入
× 100 

資本費＝企業債利息＋（減価償却費－長期前受金戻入）＋受水費中資本費 

（３）ガス事業分 

導管使用効率（1000MJ／ｍ）＝
導管延長

販売量
 

固定資産使用効率（1000MJ／万円）＝
有形固定資産

販売量
 

販売量１ｍ3当り料金単価（円，銭）＝
販売量

料金収入
 

販売量１ｍ3当り供給原価（円，銭）＝
販売量

戻入費用合計－長期前受金  

職員１人当り｛供給戸数（戸），販売量（1000MJ），営業収益（千円）｝＝ 

年度末損益勘定職員数

事収益量，営業収益－受託工年度末供給戸数，販売  



（４）病院事業分 

病床利用率（％）＝
入院診療日数病床数

年延入院患者数 ×100 

稼動病床利用率（％）＝
年延稼動病床数

年延入院患者数
×100 

１日平均患者数（人）入院＝
入院診療日数

年延入院患者数
 

１日平均患者数（人）外来＝
外来診療日数

年延外来患者数
 

外来入院患者比率（％）＝
年延入院患者数

年延外来患者数
×100 

職員１人当り診療収入（千円）＝
年度末損益勘定職員数

入院収益＋外来収益
 

医師１人１日当り｛入院患者数（人），外来患者数（人），診療収入（千円）｝＝ 

年延医師数

＋外来収益外来患者数，入院収益年延入院患者数，年延  

患者１人１日当り診療収入（円）入院収入＝
年延入院患者数

入院収益
 

患者１人１日当り診療収入（円）外来収入＝
年延外来患者数

外来収益
 

総患者１人１日当り収益費用（円） 

｛総収益（除繰入金），うち薬品収入，総費用，うち給与費，うち薬品費，純利益｝＝ 

外来患者数年延入院患者数＋年延

与費，薬品費，純利益薬品収入，総費用，給総収益（除繰入金），  

入院患者１人１日当り給食材料費（円）＝
年延入院患者数

給食材料費（患者用） 

稼動病床１床１日当り収益費用（円）｛医業収益，医業費用｝＝ 

症病床除く）年延稼動病床数（感染

医業収益，医業費用  

病床100床当り職員数（人）＝
病床除く）年度末病床数（感染症

年度末各種職員数
×100 

薬品使用効率（％）＝
料費のうち薬品費）薬品払出原価（医療材

薬品収入 ×100 

 



（５）下水道事業分（法適・法非適） 

合流管比率＝
下水管布設延長

合流管布設延長  

有収率（％）＝
汚水処理水量

年間有収水量 ×100 

使用料単価（円，銭）＝
　年間有収水量

使用料収入  

汚水処理原価（円，銭）＝
有収水量

分を除く）汚水処理費（公費負担  

受益者負担金負担率（％）＝
総事業費－特定財源

受益者負担金実収入額
×100 

経費回収率（％） = 使用料収入

汚水処理費用 公費負担分を除く
× 100 

施設利用率（％） = 晴天時一日平均処理量

晴天時一日処理能力
× 100 

 




